
野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託プロポーザル実施要領 

 

１目的 

本要領は、野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務に係る契約の相手方とな

る事業者の選定にあたり、公募型プロポーザルの実施方法等、必要な事項を定めるも

のとする。 

 

２業務概要 

(1)業務名 ：野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

(2)業務内容：別紙仕様書のとおり 

(3)履行期間：契約締結日から令和９年３月31日まで 

 

３見積上限額 

委託金額は、本業務を通じて行われた寄附金額の20パーセント以内の額（消費税お

よび地方消費税別）とする。なお、物納の場合は寄附金額を寄附相当額に読み替える

ものとする。[成果報酬型] 

 

４実施方式 

公募型プロポーザル方式 

 

５スケジュール 

令和８年４月１日（水） 公募開始 

令和８年４月10日（金） 質問締め切り      

令和８年４月13日（月） 質問回答（市ホームページに掲載） 

令和８年４月15日（水） 参加申込書提出期限   

令和８年４月16日（木） 書類審査の実施     

令和８年４月22日（水） 審査結果通知発送    

以降、マッチング支援業務開始。 

 

※このスケジュール以降、参加申し込みがあった場合は随時受け付け等を 

行うこととする。 



６参加資格の要件 

プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件の全てに該当する者とする。 

(1)本業務と同種または類似する業務を行った実績があるなど、地方創生応援税制（企

業版ふるさと納税に精通していること。 

(2)地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者 

であること。 

(3)野洲市から野洲市建設工事等入札参加停止基準（平成20年野洲市告示第88号）に基

づく入札参加停止または野洲市物品供給、役務提供に係る指名停止基準（平成16年

野洲市訓令第33号）に基づく指名停止を現に受けていないこと。 

(4)国税、地方税を滞納していない者であること。（過去を含めて税に未納がないこと。） 

(5)会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者

（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第

225号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けて

いる者を除く。）でないこと。 

(6)破産法 （平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てがされている

者または会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく特別清算開始の申立てがされ

ている者でないこと。 

(7)野洲市暴力団排除条例（平成23年野洲市条例第22号）第６条の規定により、次のア

からカの要件に該当する者でないこと。 

ア 役員等（競争入札に参加しようとする者が個人である場合にはその者を、

法人である場合にはその役員をいい、当該競争入札に参加しようとする者か

ら市との取引上の一切の権限を委任された代理人を含む。以下、「役員等」

という。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」とい

う。）であると認められる者 

   イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下、「暴力団」という。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められる者 

   ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認

められる者 

   エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与して

いると認められる者 

   オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められる者 



カ 上記アからオまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、これ

を不当に利用するなどしている者 

(8) その他、法令等に違反していないこと又は違反する恐れがないこと。 

２．参加者は、候補者決定までの間に、本要領に定める参加資格の要件を満たさな

くなった場合は、その参加資格を失うものとする。 

３．提出期限までに参加申込書及び添付書類を全て提出するほか、提出後において

も、本市が必要に応じて請求する書類を提出できる者であること。 

 

７質問・回答 

(1)提出方法 本要領の内容等に質問がある場合は、質問書（様式不問）により、電子

メールにて提出すること。 

※電話または口頭による質問は受け付けない。 

(2)提出期限 令和８年４月10日（金）午後５時15分まで 

(3)提出先  E-mail：keizai@city.yasu.lg.jp 

                〒520-2395 滋賀県野洲市小篠原2100番地１ 

        野洲市環境経済部地域経済振興課 担当：川波、宇都宮 

        ※件名は【ふるさと納税プロポーザルに関する質問】とすること。 

        ※質問の送信時に、担当者の電子メールアドレスを記載すること。 

        ※質疑を送信した際は、必ず、着信確認の連絡を担当者にすること。 

(4)回答方法 令和８年４月13日（月）までに、参加申込書を提出した者全員に対し

て、電子メールで回答する。（予定） 

 

８参加申込 

(1)提出書類 本プロポーザルへの参加を希望する場合は、本実施要領、仕様書、野洲

市契約規則（平成16年規則第55号）等の各規定を理解した上で、次の

書類を提出すること。（発行後３か月以内・写し可・１部ずつ） 

※野洲市入札参加資格登録業者は、ウからケの書類は提出不要です。 

ア 公募型プロポーザル参加申込書（様式第１号） 

イ 会社概要資料（会社概要（パンフレット等）及び事業概要、業務実施体制等が

記載されているもの） 

 ウ 暴力団排除に関する誓約書（様式第２号） 

 エ 暴力団排除に関する会社役員名簿（様式第３号） 

オ 履歴事項全部証明書（登記事項証明書）（法人のみ） 

カ 身元証明書（個人のみ） 

キ 印鑑証明書 

ク 直近年度の国税（法人税ならびに消費税および地方消費税）、市町村税の完納



証明書（法人の場合） 

ケ 直近年度の国税（所得税ならびに消費税および地方消費税）、市町村税の完納

証明書（個人の場合） 

※１国税に未納がないことを証する書類は、原則として「その３の２」または

「その３の３」。「その３」の場合、消費税および地方消費税のほかに、所得税

または法人税の選択が必要 

※２市町村税の完納証明書は本店および本プロポーザルに参加しようとする支店

等所在地の市町村等に未納がないことを証する書類 

※３市町村税の完納証明書の書式がない場合は、直近１年分の納税証明書を添付

することとし、法人の場合は「法人市町村民税、固定資産税」、個人の場合は

「市町村民税、固定資産税」に未納がないことがわかるものとする。 

 コ 類似業務実績表（様式第４号） 

(ｱ) 委託業務契約書および仕様書の写し 

(ｲ) 履行証明書の写し 

※類似業務実績表には(ｱ)または(ｲ)のいずれかの書類を添付すること。 

 サ 見積書（様式第５号）正本（紙媒体）１部および副本（PDFデータ） 

(2)提出期限 令和８年４月15日（水）午後５時まで 

(3)提出方法 

持参、郵送または電子メールにて提出すること。持参の場合は、開庁日の午前８時

30分から午後５時15分までとする。郵送の場合は、受取り日時および配達されたこ

とが証明できる方法によることとし、提出期限までに到着したものに限り受け付け

る。なお、郵便事故等については、提出者のリスク負担とする。電子メールの場合

には、必ず電話で送信した旨を連絡し、担当課に受信の確認を行うこと。 

(4)提出先 「７質問・回答(3)提出先」に同じ 

 

９書類審査の実施 

(1) 審査方法 審査は、提出された書類の審査により実施する。 

(2) 審査項目および採点基準 

審査員の評価点の合計が最低基準点（満点の６割）以上となった応募事業者を

候補者として選定する。 

 

10審査結果 

(1)通知方法 全ての提案者に文書で通知する。 

(2)通知日 令和８年４月22日（水） 

※審査結果に関する問い合わせ、異議申し立ては一切受け付けない。 

 



11情報公開および提供 

審査の結果については、野洲市のホームページ上で公表する。 

 

12その他 

(1)言語および通貨単位 

手続きにおいて使用する言語および通貨単位は、日本語および日本国通貨に限る。 

(2)費用負担 

企画提案書の作成、提出等提案に係る一切の費用は、すべて提案者の負担とする。 

(3)参加申込み後の辞退 

参加申込書の提出後、都合により参加を辞退することとなった場合は、すみやか

に書面（様式は任意）により、担当課あてに提出すること。 

(4) 失格事項 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

ア 参加資格要件を満たしていない場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留

意事項等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

オ 見積書の金額が、「３見積上限額」の規定を超過した場合 

(5)著作権等の権利 

企画提案書等の著作権は、作成者に帰属するものとする。ただし、野洲市は候補

者に選定された者が作成した企画提案書の内容を無償で使用できるものとする。 

(6)提案者は本プロポーザルの実施後、不知または内容の不明を理由として、意義を

申し立てることはできないものとする。 

 

13問い合わせ先 

〒520-2395 滋賀県野洲市小篠原2100番地１ 

   野洲市 環境経済部 地域経済振興課 担当：川波、宇都宮 

TEL：077-587-6008 FAX：077-587-6960 

E⁻mail:keizai@city.yasu.lg.jp 

  



様式第１号 

令和  年  月  日 

 

参加申込書 

 

野洲市長  様 

 

（申込者）郵便番号・所在地 

               名称または商号 

               代表者職氏名               

               電話番号 

 

 野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託に係る公募型プロポーザルの募

集について、下記の書類を添えて申込みます。 

 

 

記 

 

 

１ 業務名   野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

２ 添付書類  (1) 履歴全部事項証明書（登記事項証明書）（法人の場合） 

(2) 身元証明書（個人の場合） 

(3) 印鑑証明書 

(4) 納税証明書 

               (5) 委任状（支店または営業所と取引をする場合） 

        (6) 業務実績表（様式第２号） 

(7) 企画提案書一式 

※野洲市入札参加資格登録業者は、(1)～(5)までは提出不要です。 

 

 

 

 

 

 

  



様式第２号 

 

誓    約    書 

 

 私は、下記の事項について、事実と相違ないことを誓約します。  

 なお、市が必要な場合には、誓約書および会社役員名簿を滋賀県警察本部に提出する

ことについて承諾します。 

 

記 

 

１  自己または自社もしくは自社の役員等（別紙）が、次の各号のいずれにも該当す

る者ではありません。 

  （１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

  （２）暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  （３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与

える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者 

  （４）暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、

直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者 

  （５）暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  （６）上記（１）から（５）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、

これを不当に利用するなどしている者 

２  １の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その

他の団体または個人ではありません。 

 

 

 

 

  令和  年  月  日 

 

野洲市長 様 

 

所  在  地 ： 

商号または名称： 

代表者職氏名 ：               印（実印） 

  



 



様式第４号 

類似業務実績表 

 

業務名：野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

 

  業  者  名：○○○○株式会社 

                   代表者職 氏名：          

№ 発注者 履行期間 業務名・業務内容 契約料率

（％） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 

       

寄附金額（円） 

 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 



№ 発注者 履行期間 業務名・業務内容 契約料率

（％） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 

       

寄附金額（円） 

 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

   

 

～ 

 

 

  

寄附件数（件） 寄附金額（円） 

【記載要領】 

１ 地方公共団体（都道府県、政令指定都市を含む。）における企業版ふるさと納税マ

ッチング支援業務またはこれに類する業務の契約実績を記載してください。 

２ 発注先は、直近 10件までを記載してください。 

３ 虚偽の内容を記載した場合は、実施要領に基づき失格となります。 

４ この業務実績表には、次のいずれかの書類を添付してください。 

(ｱ) 委託業務契約書および仕様書の写し 

(ｲ) 履行証明書の写し 

  



様式第５号 

 令和  年 月 日  

見 積 書 

 

 

業務名：野洲市企業版ふるさと納税マッチング支援業務 

 

      業  者  名：○○○○株式会社 

                代表者職 氏名：         ㊞ 

 

 

標記業務について、自社を通して寄附があった場合の委託料率を次のとおり見積りい

たします。 

 

※委託料は、寄附額に委託料率を乗じて算出された金額（１円未満の単位は切り捨てる。）

に、消費税および地方消費税を加算した額とします。 

 

 

委託料率 

 

                ％ 

 

 


